
市街化調整区域の既存宅地において連棟式

建物として建築確認を受けながら、８戸の木

造住宅が建築され、そのうち一戸建て住宅１

戸を購入した者が不法行為に基づく損害賠償

請求をした事案について、売却や再築が困難

であることを知らないで行った意思表示には

法律行為の要素に錯誤が存し、売買契約は民

法95条により無効であるとし、売買代金、諸

経費、ローン利息等について売主業者の損害

賠償責任が認められた事例（大阪高判　平成

17年１月20日一部認容　判例集等未登載）

１　事案の概要

不動産業者Ｙ（Ｙ）は、市街化調整区域の

既存宅地（以下「全体土地」という。）を購

入し、改正前の都市計画法43条１項６号ロの

規定に基づき平成元年12月22日付既存宅地確

認通知書を受領したが、この通知書の「その

他必要な事項」の「①建築計画の概要欄」の

主要用途の欄には、長屋建住宅と記載されて

いたほか、「②区画（敷地の形）の変更及び

形質の変更（造成工事等）を行わないこと」

と記載されていた。そして、建築基準法６条

１項に基づき平成２年１月24日に受領した確

認通知書には、敷地の位置の欄には全体土地

の地番が、主要用途の欄には「長屋建住宅」

が、敷地面積の欄には全体土地の面積がそれ

ぞれ記載され、その添付図面には、本件建物

は他の５棟と連接する旨が記載されていた。

Ｘは平成９年１月31日付地域情報紙に掲載

された新築一戸建てというＹの広告を見て本

件建物を知り、２月２日、Ｙ代表者の案内で

本件建物を見た。ＸはＹの代表者から熱心に

勧誘を受けたため、本件建物を購入すること

を決め、売買代金2,430万円全額を銀行から

借り入れ、諸経費150万円は自己資金から捻

出することとした。

ＸとＹは、平成９年２月11日、本件売買契

約を締結した。重要事項説明書には、市街化

調整区域であること、「本物件は、連棟式住

宅である。」と記載されていた。Ｙの代表者

はこの記載を読み上げたが、それ以上の説明

をせず、Ｘは質問をしなかった。Ｘは、市街

化調整区域及び連棟式住宅の意味を理解して

いなかった。

Ｘは、Ｙに対して、平成９年３月14日、本

件売買契約の代金を支払い、同日、所有権移

転登記がなされ、その引渡しを受け、居住を

始めた。

Ｘは、その後、買い換えるため別の不動産

業者に相談したところ、本件建物が違法建築

ではないかと言われたため、県土木事務所を

訪問した。担当者は、全体土地に建築されて

いる住宅全てが都市計画法違反、建築基準法

違反の建築物であると説明した。

Ｘは、本件建物が建築確認を受けていない

違法建築であるという重大な瑕疵があるにも

かかわらず、Ｘを欺罔したため、Ｘはこの重

大な瑕疵があることを知らずに契約を締結

し、売買代金相当額等の損害を受けた旨主張
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して、不法行為に基づく損害賠償請求をした。

原判決は、Ｘの請求を一部認容したのに対し、

Ｙが控訴した。

２　判決の要旨

本件建物を再築するには、所定の手続きを

経て適法な建物とする措置を講じる必要があ

るが、本件建物以外の５連棟の建物及び２戸

の建物が建築されていること等に照らすと、

本件建物は、建築基準法上、独立した一戸建

て建築としての売却や再築が困難であると認

められる。

Ｘは、本件建物が違法であり、売却や再築

が困難であることを知らないで、本件売買契

約を締結していると認められるが、買主がそ

のことを知っていた場合には、通常、そのよ

うな違法建築物につき売買契約を締結するこ

とはないと解されるから、Ｘの意思表示には

法律行為の要素に錯誤が存するというべきで

ある。したがって、本件売買契約は民法95条

により無効である。

Ｙが重要事項説明書を読み上げ、市街化調

整区域にあること、連棟式住宅であることを

口頭で伝えたからといって、Ｘが違法建築で

あって、売却や再築が困難であることを承知

した上で本件売買契約を締結したものである

とは認められない。

Ｙの代表者は、重要事項説明書を読み聞か

せて基礎的事実関係を知らしめているのであ

るから、詐欺の故意があったとはいえないが、

建築確認の内容をわかりやすく説明して、本

件建物が、建築基準法等の法規上、独立した

一戸建て建物としての売却や再築が困難であ

ることを説明すべき義務があったというべき

であり、その説明を怠ったことに過失があっ

たものと認められ、不法行為に当たる。そし

て、Ｙの代表者は、Ｙの職務行為としてこの

不法行為を行ったのであるから、ＹもＸに対

して不法行為責任を負うというべきである。

Ｙは、本件売買契約の無効により不当利得

による返還義務を負うから売買代金相当の金

員を支払うべきである。

また、本件売買契約締結時の諸費用150万

円、銀行利息260万円、弁護士費用150万円は

本件不法行為と相当因果関係のある損害額と

して認められる。

３　まとめ

本判決の一番のポイントは、売主業者が重

説において物件が市街化調整区域にあるこ

と、連棟式住宅であることを口頭で伝えたか

らといって、買主が違法建築であって、売却

や再築が困難であることを承知した上で契約

を締結したものであるとは認められないとし

た点である。つまり、表面的・形式的な説明

を行っただけでは不十分であり、専門用語や

通常人が理解困難な事項については、その意

味を理解できるように具体的かつわかりやす

く解説することや、特に不利な内容について

は具体的に説明しなければ説明義務を果たし

たとは認められないということである。

繰り返しになるが、単に重説を読み上げた

り、手渡したりしただけでは、不十分であっ

て、相手方がその内容や意味を理解して初め

て業者として説明義務を果たしたことになる

という点を認識する必要がある。

民法95条により売買契約自体の効力が無効

とされた事例として参考になるケースであ

る。

また、損害賠償額として売買代金相当額の

ほか、売買契約に要した諸費用の全額、ロー

ンに係る利子全額、弁護士費用として損害額

の１割弱、そして、売買代金相当額以外の金

額について遅延損害金が認められたことも実

務上参考になろう。


